
「ヤクルト容器」事件 

 

【事件の概要】 

ヤクルトの容器の立体的形状について、商標法第３条第２項による識別力の

獲得が認められた。 

 

【事件の表示、出典】 

Ｈ２２．１１．１６知財高裁 平成２２年（行ケ）第１０１６９号事件 

知的財産裁判例集ＨＰ 

 

【参照条文】 

 商標法第３条第２項 

 

【キーワード】 

識別力の獲得 

 

１．事案の概要 

本件は、原告が、本願商標につき平成２０年９月３日付けで立体商標として

出願をしたところ、拒絶査定を受けたので、これに対する不服の審判請求をし

たが、特許庁から請求不成立の審決を受けたことから、その取消しを求めた事

案である。 

 

 

本願商標 

 

第２９類「乳酸菌飲料」 

２．審決の内容 

審決の理由の要点は、①本願商標は単に商品の収納容器（形状）を表示するに



すぎないから商標法３条１項３号が規定する「その形状を普通に用いられる方

法で表示する標章のみからなる商標」に該当する、②原告が使用する包装用容

器には「ヤクルト」「Ｙａｋｕｌｔ」の文字商標が入っていて立体的形状のみが

独立して自他商品識別力を獲得したものとは認められないから、商標法３条２

項（使用をされた結果需要者が何人かの業務に係る商品又は役務であることを

認識することができるもの）には該当しない、等としたものである。 

 

３．争点 

本願商標が商標法３条１項３号に該当する（その形状を普通に用いられる方

法で表示する標章のみからなる商標）ことを前提とした上で、「使用をされた結

果需要者が何人かの業務に係る商品又は役務であることを認識することができ

るもの」（同条２項）に該当するか、である。 

 

４．当裁判所の判断 

（１）本願商標の商標法３条２項該当性の有無 

①本件容器の立体的形状に関し、次の点を指摘することができる。 

(ｱ) 原告商品は、本願商標の指定商品である乳酸菌飲料である。 

(ｲ) 本件容器とほぼ同一形状の容器は、昭和４３年に、原告商品の容器がガラス

瓶からプラスティック製のワンウェイ容器に変更された際に、著名なデザイナ

ーによってデザインされたものであり、飲みやすさ、持ちやすさ、コンベアー・

ラインでのガイドへの適合性、自動包装機への適応性などの機能性が重視され

たシンプルな形状ではあったものの、当時、乳酸菌飲料の容器としては斬新な

形状であった。本件容器は、昭和４３年の販売開始以来４０年以上ほとんどそ

の形状を変えることなく、一貫して原告商品に使用されてきた。 

(ｳ) 原告商品の販売額は、平成１２年（２０００年）以降３００億円を超えてお

り、特に平成２０年（２００８年）には４５９億円に達している。また、平成

１０年から平成１９年までの間、乳酸菌飲料における原告の市場占有率は常に

５０％以上であり、原告商品のみでも、業界の約４２％以上のシェアを占めて

いる。 

(ｴ) 原告商品の宣伝広告費は、原告商品「ヤクルト」の販売を開始した昭和４３

年は約９億６０００万円であったが、翌年には約２０億円に急増し、その後も

ほぼ年々増加傾向にあって、昭和５７年には約５０億円、平成元年には約７６

億円、平成１７年には約９５億円に達しており、原告商品には毎年巨額の宣伝

広告費用が費やされてきた。 

(ｵ) 宣伝広告記事の内容は、本件容器が採用された昭和４３年ころから、本件容

器の形状の特徴及び利点を強調する宣伝が数多くなされ、その後、原告の宣伝



には、ほぼ必ず本件容器の写真若しくは図柄が掲載されており、本件容器があ

たかも原告のシンボルマークのように扱われて、需要者に強く印象付けられる

ような態様で宣伝されてきた。 

(ｶ) 平成２０年及び同２１年の各アンケート調査の結果によれば、男女４８０人

を対象とした東京及び大阪における会場テストにおいても、また男女５０００

人を対象としたインターネット調査においても、本願商標と同一の立体形状の

無色容器を示された回答者の９８％以上が、同容器から「ヤクルト」を想起す

ると回答している。 

(ｷ) 現在、乳酸菌飲料を取り扱う市場においては、本件容器と類似する立体的形

状の容器を使用した他社商品が多数販売されており、証拠上確認できるものだ

けでも本件容器と類似する立体的形状の商品が１２種類以上存在しているが、

いずれも、原告が昭和４３年に本件容器を採用した以降に登場した商品である

こと、インターネット上の記事（乙１ないし乙５）によれば、本件容器と酷似

する立体的形状の商品に接した需要者は、それらの容器を「ヤクルトとそっく

りな容器」、「ヤクルトのそっくりさん」、「ヤクルトもどき」、「この容器はヤク

ルトを連想する」というように、それらの容器が本件容器の模倣品であるとの

意識を持っていることが窺われる。 

 

②以上によれば、本件容器を使用した原告商品は、本願商標と同一の乳酸菌飲

料であり、また同商品は、昭和４３年に販売が開始されて以来、驚異的な販売

実績と市場占有率とを有し、毎年巨額の宣伝広告費が費やされ、特に、本件容

器の立体的形状を需要者に強く印象付ける広告方法が採られ、発売開始以来４

０年以上も容器の形状を変更することなく販売が継続され、その間、本件容器

と類似の形状を有する数多くの乳酸菌飲料が市場に出回っているにもかかわら

ず、最近のアンケート調査においても、９８％以上の需要者が本件容器を見て

「ヤクルト」を想起すると回答している点等を総合勘案すれば、平成２０年９

月３日に出願された本願商標については、審決がなされた平成２２年４月１２

日の時点では、本件容器の立体的形状は、需要者によって原告商品を他社商品

との間で識別する指標として認識されていたというべきである。 

そして、原告商品に使用されている本件容器には、前記のとおり、赤色若し

くは青色の図柄や原告の著名な商標である「ヤクルト」の文字商標が大きく記

載されているが、上記のとおり、平成２０年及び同２１年の各アンケート調査

によれば、本件容器の立体的形状のみを提示された回答者のほとんどが原告商

品「ヤクルト」を想起すると回答していること、容器に記載された商品名が明

らかに異なるにもかかわらず、本件容器の立体的形状と酷似する商品を「ヤク

ルトのそっくりさん」と認識している需要者が存在していること等からすれば、



本件容器の立体的形状は、本件容器に付された平面商標や図柄と同等あるいは

それ以上に需要者の目に付きやすく、需要者に強い印象を与えるものと認めら

れるから、本件容器の立体的形状はそれ自体独立して自他商品識別力を獲得し

ていると認めるのが相当である。 

 

（２）被告の主張に対する判断 

①被告は、「今や『ヤクルト』と聞けば、この容器の形と味が思い浮かぶほどに

なりました。」（甲１１の１）ともいわれていることからすれば、今回のような

調査方法による以上、乳酸菌飲料の代名詞ともいえる「ヤクルト」を想起した

と回答するのはむしろ当然の結果であると主張する。 

しかし、上記各調査は、「『ヤクルト』と聞いてどんな形状を想起するか」と

いう質問ではなく、逆に無色の容器を示して、容器から思い浮かべるイメージ

及び商品名を尋ねるものであるから、被告の上記主張は採用することができな

い。 

②また、被告は、平成２０年及び同２１年の各アンケート調査においては、同

業他社の乳酸菌飲料の容器を用いた同種調査は行われていないが、本件容器の

みによるアンケート調査では足りず、類似する他社の容器との関係をも踏まえ

た調査でなければ妥当でない旨主張する。 

しかし、この種のアンケート調査で重要なのは、本件容器から「ヤクルト」

等の文字商標及び図柄等を捨象した無色の立体的形状を提示されてどのような

商品を想起するかであって、容器の形状が類似する他社商品の中から本件容器

の立体的形状を選別できるかどうかではなく、同業他社の乳酸菌飲料の容器を

用いた同種調査がされなければならない必然性はないというべきであるから、

この点に関する被告の主張は採用することができない。 

③被告は、取引の実情において、他社の類似する形状の包装用容器が多数存在

すること、それにもかかわらず、原告が他社の類似容器の存在に対し適切な処

置を講じてこなかったことを問題視する。 

しかし、市場に類似の立体的形状の商品が出回る理由として、通常は、先行

する商品の立体的形状が優れている結果、先行商品の販売の直後からその模倣

品が数多く市場に出回ることが多いと認められるところ、取引者及び需要者が

それらの商品を先行商品の類似品若しくは模倣品と認識し、市場において先行

商品と類似品若しくは模倣品との区別が認識されている限り、先行商品の立体

的形状自体の自他商品識別力は類似品や模倣品の存在によって失われることは

ないというべきである。 

そして、本件においては、前記認定のとおり、原告商品「ヤクルト」は、乳

酸菌飲料の市場における先駆的商品であり、著名なデザイナーにデザインを依



頼し、最初に本件容器の立体的形状を乳酸菌飲料に使用したものであり、現在

市場に出回っている容器の立体的形状が類似する商品はその後に登場したもの

であると認められること、数多くの類似品の存在にもかかわらず、本件容器の

立体的形状に接した需要者のほとんどはその形状から「ヤクルト」を想起する、

という調査結果が存するのであるから、本件においては、市場における形状の

独占性を過剰に考慮する必要はないというべきである。 

④被告は、インターネット上の記事に関し、要するに、原告の「ヤクルト」を

はじめとする乳酸菌飲料の容器はどれも皆似たようなものだという、一般的な

需要者の感覚や認識が存在することからして、本願商標は、その立体的形状の

みでは自他商品識別力を獲得するに至っていないことが裏付けられると主張す

る。 

しかし、前記認定のとおり、インターネット上の記事から認められる重要な

事実は、被告が主張するような「乳酸菌飲料の容器は原告商品も含めどれも皆

似たようなものだ」という漠然としたものではなく、むしろ乳酸菌飲料の容器

には本件容器と酷似した模倣品が数多く存在するとの需要者の認識であって、

この事実は、被告の主張とは逆に、類似の形状の容器を使用する数多くの他社

商品が存在するにもかかわらず、需要者はそれら容器の立体的形状は本件容器

の模倣品であると認識しているということを示していると認められるのであっ

て、それは、本件容器の立体的形状に自他商品識別力があることを強く推認さ

せるというべきである。 

 

（３）結論 

以上によれば、平成２０年９月３日付けでなされた本願商標につき商標法３

条２項の適用を否定した審決は誤りであることになるから、審決は違法として 

取り消しを免れない。 

 

５．検討 

マグライトやコカコーラのボトルの事件においては、類似形状の商品に対し

て厳格な態度でその使用の中止を求めてきた経緯があったが、ヤクルトの事件

では類似形状の商品の存在が放置されてきた点において事情が異なる。 

 裁判所は、「取引者及び需要者がそれらの商品を先行商品の類似品若しくは模

倣品と認識し、市場において先行商品と類似品若しくは模倣品との区別が認識

されている限り、先行商品の立体的形状自体の自他商品識別力は類似品や模倣

品の存在によって失われることはない」と述べ、オリジナルとして認識され続

けているのであれば、識別力は希釈化されていないと判断した。原告が言うと

ころの「営業努力による問題克服」が認められた形である。 



 本願商標は３条２項により一応登録が認められることになるが、放置してき

た「類似品」、「模倣品」に対して実際に権利行使が認められて初めて登録の実

質的意義があると言える。この点、本願の登録に基づく権利範囲がどの程度で

あるかは興味深い。 

 

（弁理士 土生 真之）    


